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全国調査の都道府県別提出率（平成２７年～２９年平均）

（単位：％）

平成27年 平成28年 平成29年 平成27年 平成28年 平成29年 平成27年 平成28年 平成29年

全国 85.6 84.5 83.4 16 富山県 92.5 93.6 94.0 32 島根県 93.0 89.8 88.2

1 北海道 86.5 85.1 83.1 17 石川県 88.3 87.4 84.9 33 岡山県 89.9 88.3 83.6

2 青森県 76.7 80.3 81.9 18 福井県 85.1 83.5 77.7 34 広島県 83.0 85.4 84.5

3 岩手県 86.9 80.8 84.0 19 山梨県 93.4 89.1 85.7 35 山口県 95.5 95.5 91.2

4 宮城県 75.1 74.5 77.5 20 長野県 87.5 86.7 85.6 36 徳島県 77.7 75.4 77.1

5 秋田県 82.6 83.8 87.8 21 岐阜県 82.7 82.1 75.3 37 香川県 93.5 93.3 92.8

6 山形県 93.5 95.1 95.1 22 静岡県 86.2 85.9 85.6 38 愛媛県 91.9 90.9 92.5

7 福島県 85.8 90.8 92.8 23 愛知県 86.6 86.5 86.3 39 高知県 76.2 71.2 76.2

8 茨城県 81.8 80.8 81.1 24 三重県 90.3 80.2 87.4 40 福岡県 94.3 93.2 92.4

9 栃木県 88.1 86.1 87.0 25 滋賀県 78.1 80.0 81.6 41 佐賀県 77.6 78.7 72.8

10 群馬県 95.5 97.4 96.8 26 京都府 84.5 83.2 81.5 42 長崎県 91.9 87.5 89.2

11 埼玉県 85.4 86.2 84.8 27 大阪府 83.2 82.7 80.1 43 熊本県 95.1 78.3 74.0

12 千葉県 87.3 88.7 89.8 28 兵庫県 80.9 79.1 79.0 44 大分県 88.0 88.1 88.6

13 東京都 78.2 76.0 72.3 29 奈良県 80.8 78.3 80.8 45 宮崎県 86.6 80.3 78.0

14 神奈川 83.9 83.3 78.5 30 和歌山 91.5 84.6 84.0 46 鹿児島 94.9 95.7 94.7

15 新潟県 92.1 90.1 91.6 31 鳥取県 84.2 84.1 86.9 47 沖縄県 93.5 96.6 93.0
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全国調査の産業・規模別提出率（平成２９年）

（単位：％）

規模計 500人以上規模 １００－４９９人規模 ３０－９９人規模 ５－２９人規模
TL 調 査 産 業 計 83.4 80.8 74.8 73.3 87.8
C 鉱業，採石業等 89.9 - 99.2 87.5 87.4
D 建　　設　　業 88.7 78.3 75.7 80.4 90.1
E 製　　造　　業 86.1 87.5 81.7 77.0 89.9
F 電気 ・ ガス業 94.0 97.6 91.9 93.2 94.0
G 情 報 通 信 業 79.2 77.8 69.4 66.4 85.2
H 運輸業，郵便業 81.5 74.0 77.8 78.2 86.1
I 卸売業，小売業 83.2 72.1 73.3 77.8 86.0
J 金融業，保険業 89.9 86.8 82.1 86.8 91.9
K 不動産・物品賃貸業 78.5 73.7 67.0 65.9 85.8
L 学 術 研 究 等 84.0 82.2 77.5 71.8 88.0
M 飲食サービス業等 72.1 47.6 52.6 61.5 80.8
N 生活関連サービス等 72.7 48.4 56.0 64.1 80.8
O 教育，学習支援業 87.7 85.5 85.1 89.9 88.4
P 医　療，福　祉 86.8 81.1 78.6 77.0 90.4
Q 複合サービス事業 94.1 100.0 88.3 95.0 94.8
R その他のサービス業 79.3 69.5 68.8 66.9 89.5

産業
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再集計値と従来の公表値の比較（サンプル入れ替えの寄与とベンチマーク更新の寄与）
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𝑅𝑅𝑘𝑘𝑖𝑖
𝑗𝑗

：産業i、規模ｊ の構成比（k = 1：ベンチマーク更新前。k = 2：ベンチマーク更新後）

𝑊𝑊𝑘𝑘𝑘𝑘
𝑗𝑗
：産業i、規模ｊの平均賃金（k = 1：サンプル入れ替え前。k = 2：サンプル入れ替え後）

（「＾」付きは、従来の公表値）

平成30年1月 常用労働者数5人以上 きまって支給する給与

構成比を固定してサンプル（の賃金）を入れ替えサンプル（の賃金）を固定して構成比を更新

ベンチマーク更新で、再集計効果は824円縮小

サンプル入れ替え等で、再集計効果は42円拡大

新サンプル　①
（ベンチマーク更新後）

ベンチマーク更新による
変化分（①－②）

新サンプル　②
（ベンチマーク更新前）

サンプル入れ替え等による
変化分（②－③）

旧サンプル　③
（ベンチマーク更新前）

再
集
計
値

261,131 円 967 円 (260,164 円) 337 円 259,827 円

再
集
計
に
よ
る
変
化

945 円 -824 円 42 円 1,727 円

従
来
の
公
表
値

260,186 円 1,791 円 (258,395 円) 295 円 258,100 円
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毎月勤労統計における集計・推計方法

①産業，規模別各種平均値の推計方法
一人平均月間現金給与額，実労働時間数及び出勤日数は、調査事業所の現金給与額の支払総額、延べ実労働時間数、

延べ出勤日数の各々の合計を、前月末調査労働者数の合計と本月末調査労働者数の合計との平均で除して求める。

�𝑎𝑎𝑖𝑖
𝑗𝑗 =

∑𝑙𝑙 𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑗𝑗 � 𝑎𝑎𝑖𝑖𝑙𝑙

𝑗𝑗

∑𝑙𝑙 𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑗𝑗 �

𝑒𝑒0𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑗𝑗 + 𝑒𝑒1𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑗𝑗

2

�𝑎𝑎𝑖𝑖
𝑗𝑗

：産業i、規模jの産業，規模別一人平均月間現金給与額，実労働時間数及び出勤日数

𝑎𝑎𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑗𝑗

：産業i、規模j、都道府県lの本月分の調査事業所の現金給与額の支払総額、延べ実労働時間数、延べ出勤日数の合計

𝑒𝑒0𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑗𝑗
， ：産業i、規模j、都道府県lの本月分の調査事業所の前月末調査労働者数の合計

𝑒𝑒1𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑗𝑗

：産業i、規模j、都道府県lの本月分の調査事業所の本月末調査労働者数の合計

𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑗𝑗

：産業i、規模j、都道府県lの調査事業所の抽出率逆数 ※ 合計の計算時に抽出率逆数を乗ずることについて、本文の記載上は省略。

②産業計及び規模計の各種平均値の推計方法
産業計、規模計の各種平均値は、産業、規模別の調査事業所の現金給与支給額、延べ実労働時間数及び延べ出勤日

数の各合計値に推計比率を乗じ、それを産業又は規模について合計した値を、同様にして計算した前月末推計労働者
数と本月末推計労働者数との平均で除して求める。

𝐴̃𝐴 =
∑𝑖𝑖𝑗𝑗 𝑟𝑟𝑖𝑖

𝑗𝑗 � ∑𝑙𝑙 𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑗𝑗 � 𝑎𝑎𝑖𝑖𝑙𝑙

𝑗𝑗

∑𝑖𝑖𝑗𝑗 𝑟𝑟𝑖𝑖
𝑗𝑗 � ∑𝑙𝑙 𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑗𝑗 �
𝑒𝑒0𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑗𝑗 + 𝑒𝑒1𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑗𝑗

2
𝐴̃𝐴 ：産業計、規模計の一人平均月間現金給与額，実労働時間数及び出勤日数

𝑟𝑟𝑖𝑖
𝑗𝑗

：産業i、規模jの推計比率

（※）推計比率とは、本月分の推計に用いる母集団労働者数と、本月分の調査事業所の前月末調査労働者数の合計の比率のことをさ
し、次式で求める。）

𝑟𝑟𝑖𝑖
𝑗𝑗 =

𝐸𝐸0𝑖𝑖
𝑗𝑗

∑𝑙𝑙 𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑗𝑗 � 𝑒𝑒0𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑗𝑗

𝐸𝐸0𝑖𝑖
𝑗𝑗

：産業i、規模jの母集団労働者数（前月の労働者数を元に、事業所の改廃等について雇用保険データ等を用いて補正した数値。）
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毎月勤労統計における集計・推計方法

③ 本月末推計労働者数の推計方法
当月調査における本月末推計労働者数は、調査事業所の本月末調査労働者数に推計比率を乗じたもの。

（これは実質的に、母集団労働者数に、調査事業所における本月末調査労働者数の合計と前月末調査労働者数の合計
との比を乗じたものと同等）

𝐸𝐸1𝑖𝑖
𝑗𝑗 = 𝑟𝑟𝑖𝑖

𝑗𝑗 ��
𝑙𝑙

𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑗𝑗 � 𝑒𝑒1𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑗𝑗 =
𝐸𝐸0𝑖𝑖
𝑗𝑗

∑𝑙𝑙 𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑗𝑗 � 𝑒𝑒0𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑗𝑗 ��
𝑙𝑙

𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑗𝑗 � 𝑒𝑒1𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑗𝑗 = 𝐸𝐸0𝑖𝑖
𝑗𝑗 �

∑𝑙𝑙 𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑗𝑗 � 𝑒𝑒1𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑗𝑗

∑𝑙𝑙 𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑗𝑗 � 𝑒𝑒0𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑗𝑗

毎月勤労統計で公表している労働者数としては、この本月末推計労働者数を用いている。
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毎月勤労統計における集計・推計方法

④産業，規模別母集団労働者数（前月末推計労働者数）の推計方法
当月調査における母集団労働者数は、前月調査における本月末推計労働者数に対して、雇用保険事業所データ及び

毎月勤労統計データを用いて補正を行ったもの。

𝐸𝐸0𝑖𝑖
𝑗𝑗 𝑡𝑡 = 𝐸𝐸1𝑖𝑖

𝑗𝑗 𝑡𝑡 − 1 � 1 + Δ𝑥𝑥𝑖𝑖
𝑗𝑗 𝑡𝑡 − 1 + Δ𝑦𝑦𝑖𝑖

𝑗𝑗(𝑡𝑡 − 1)

𝐸𝐸0𝑖𝑖
𝑗𝑗 (𝑡𝑡) ：t 月調査における、産業i、規模jの母集団労働者数（前月末推計労働者数）

𝐸𝐸1𝑖𝑖
𝑗𝑗 (𝑡𝑡) ：t 月調査における、産業i、規模jの本月末推計労働者数

Δ𝑥𝑥𝑖𝑖
𝑗𝑗(𝑡𝑡) ：t 月分の雇用保険事業所データに基づく、産業i、規模jの事業所の新設・廃止等に伴う労働者の増加率（適用度合いを加味）

Δ𝑦𝑦𝑖𝑖
𝑗𝑗(𝑡𝑡) ：t 月調査に基づく、産業i、規模jへの事業所の編入又は転出に伴う労働者の増加数（適用度合いを加味）

ここで、

Δ𝑥𝑥𝑖𝑖
𝑗𝑗 𝑡𝑡 =

𝑏𝑏 + 𝑐𝑐 − 𝑑𝑑 − 𝑒𝑒
𝑎𝑎

� 𝐾𝐾

Δ𝑦𝑦𝑖𝑖
𝑗𝑗 𝑡𝑡 = (𝑓𝑓 − 𝑔𝑔) � 𝐿𝐿

（ただし、右辺のi, j , t は省略）

𝑎𝑎 ：雇用保険事業所データに基づく、当該産業・規模の事業所における本月末被保険者数

𝑏𝑏 ：雇用保険事業所データに基づく、当該産業・規模の新設事業所における本月末被保険者数

𝑐𝑐 ：雇用保険事業所データに基づく、当該産業・規模への編入事業所における本月末被保険者数

𝑑𝑑 ：雇用保険事業所データに基づく、当該産業・規模の廃止事業所における前月末被保険者数

𝑒𝑒 ：雇用保険事業所データに基づく、当該産業・規模からの転出事業所における前月末被保険者数

𝑓𝑓 ：毎月勤労統計データにおける、当該産業・規模への編入事業所における本月末調査労働者数の合計

𝑔𝑔 ：毎月勤労統計データにおける、当該産業・規模からの転出事業所における本月末調査労働者数の合計

𝐾𝐾 ：雇用保険事業所データに基づく補正の適用度合い（現行は0.5で設定）

𝐿𝐿 ：毎月勤労統計データに基づく補正の適用度合い（現行は0.5で設定）
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毎月勤労統計における集計・推計方法

⑤ 常用雇用指数の作成方法
常用雇用指数は、当月調査における本月末推計労働者数を、基準年（現在は2015年）の年平均の本月末推計労

働者数で除して100倍することにより算出したもの。

𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝐸𝐸1𝑖𝑖
𝑗𝑗 𝑡𝑡 =

𝐸𝐸1𝑖𝑖
𝑗𝑗 𝑡𝑡

𝐸𝐸1𝑖𝑖
𝑗𝑗 0

× 100

𝐸𝐸1𝑖𝑖
𝑗𝑗 0 ：基準年（現在は2015年）の年平均の本月末推計労働者数

なお、産業計、規模計の本月末推計労働者数は、産業，規模別の労働者数を合算することにより算出する。産業計、
規模計の常用雇用指数の作成方法は産業，規模別と同様。
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平成16年へ遡った集計を行う為に不足している
データについて
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平成16年へ遡った集計を行う為に不足しているデータについて

○ 平成16年へ遡った集計を行う為には、

① 平成19年１月分調査の旧対象事業所分の個票データ
② 平成21年の抽出替え時点における産業分類変更

のための資料
③ 平成22年以前の雇用保険データ

の３つ全てが必要。

58

2月20日資料抜粋



① 平成19年１月分調査の旧対象事業所分の個票データ

（注）上記の「集計値」「集計データ」は平均賃金などの数値ではなく、調査票の積み上げデータ。
以下では、平均賃金などの数値を集計値と呼ぶ。

59

（２月２０日統計委員会資料抜粋）
・２００７年１月の旧事業所ベースの賃金を計算するために新たに必要となるデー
タは、２００７年１月の旧事業所（５００人以上）における調査産業計ならびに産
業別（産業大分類、中分類）に関する
①東京都における回答事業所の賃金総額
②東京都における前月末と本月末の調査労働者数
の２系列のデータである。すなわち、①、②に関する東京都の集計値情報のみが必
要であり、必ずしも、調査票（個票）情報が必要ではない。
ーー何らかのかたちで東京都分の①と②の集計データが入手できれば、計算は可能。
例えば、①、②のデータが、毎月勤労統計システムに保存されていないか、東京都
が保有していないか、確認が必要。

→ 毎月勤労統計調査オンラインシステムには①及び②のデータは保存さ
れていない（２０１０年のシステム更改により、２００９年以前分の
調査票情報及び調査票の積み上げデータは保持していない）。なお、
都道府県別の集計値も保持していない。
また、東京都に確認したところ、 ①及び②のデータは保有していない
とのこと。なお、東京都が保有する平成１９年１月の旧対象事業所分
の集計値は公表データのみであり、次ページのとおり。



東京都が保有する平成１９年１月の旧対象事業所分の集計値（公表データ）

60（注）事業所規模５人以上。QS-1は、Q83, Q85, Q88, Q90, Q91, Q92, Q93の合計

・賃金は規模500人以上の公表データがあるが、
産業は大分類のみ。

・労働者数は産業中分類（製造業など一部産業
のみ）の公表データがあるが、規模５人以上（ま
たは３０人以上）のみ

（注）事業所規模500人以上。単位は円

東京都公表資料より抜粋



② 平成21年の抽出替え時点における産業分類変更のための資料

61

○ 平成22年の表章産業の変更、指数の接続状況（大分類）

→ 表章産業（新産業分類：産業大分類ベース）のうち、常用労働者数の
変動が3.0％を超える産業（旧産業分類と単純接続していない産業）の常
用労働者シェア（平成22年１月）は約23％



② 平成21年の抽出替え時点における産業分類変更のための資料

62

○ 平成22年の表章産業の変更、指数の接続状況（中分類等）



② 平成21年の抽出替え時点における産業分類変更のための資料

63

○ 平成22年の表章産業の変更、指数の接続状況（中分類等）

→ 表章産業（新産業分類：産業中分類ベース）のうち、常用労働者数の変
動が3.0％を超える産業（旧産業分類と単純接続していない産業）の常用労
働者シェア（平成22年１月）は約26％（表章中分類に対するシェアは約30％）



② 平成21年の抽出替え時点における産業分類変更のための資料

64

○ 平成22年の表章産業の変更、指数の接続状況（小分類）

さらに、事業所規模別の新旧産業分類での抽出率の差異を踏まえたうえで、
組み替えを要する産業を特定し、その常用労働者シェアを把握する必要。



③ 平成22年以前の雇用保険データ

65

（２月２０日統計委員会資料抜粋）
・従来公表値ベースの母集団労働者数（Ｌ（t＋１））、調査労働
者数（Ｓ（t））、毎月勤労統計による事業所規模間の移行（規模
上昇・縮小）による労働者数の増減（増減数：Δｙ（ｔ））、なら
びに労働者数ベースの復元比率である推計比率をＲ（ｔ）から、雇
用保険事業所データによる事業所の新設と廃業、調査対象規模の移
行（「５人以上」「５人未満」間の規模上昇・縮小）による労働者
数の増減（増減率：Δｘ（ｔ））を逆算することは、以下のように
可能ではないかと推察される。

→ 事業所別、規模別にみた場合の具体的な計算式は次ページのと
おり。



雇用保険データの具体的な逆算方法

66

産業、規模別の母集団労働者数の推計式は以下のとおり（55ページの再掲）。

𝐸𝐸0𝑖𝑖
𝑗𝑗 𝑡𝑡 = 𝐸𝐸1𝑖𝑖

𝑗𝑗 𝑡𝑡 − 1 � 1 + Δ𝑥𝑥𝑖𝑖
𝑗𝑗 𝑡𝑡 − 1 + Δ𝑦𝑦𝑖𝑖

𝑗𝑗(𝑡𝑡 − 1)

𝐸𝐸0𝑖𝑖
𝑗𝑗 (𝑡𝑡) ：t 月調査における、産業i、規模jの母集団労働者数（前月末推計労働者数）

𝐸𝐸1𝑖𝑖
𝑗𝑗 (𝑡𝑡) ：t 月調査における、産業i、規模jの本月末推計労働者数

Δ𝑥𝑥𝑖𝑖
𝑗𝑗(𝑡𝑡) ：t 月分の雇用保険事業所データに基づく、産業i、規模jの事業所の新設・廃止等に伴う労働者の増加率（適用度合いを加味）

Δ𝑦𝑦𝑖𝑖
𝑗𝑗(𝑡𝑡) ：t 月調査に基づく、産業i、規模jへの事業所の編入又は転出に伴う労働者の増加数（適用度合いを加味）

これをΔ𝑥𝑥𝑖𝑖
𝑗𝑗(𝑡𝑡)について解くと、

Δ𝑥𝑥𝑖𝑖
𝑗𝑗 𝑡𝑡 =

𝐸𝐸0𝑖𝑖
𝑗𝑗 𝑡𝑡 + 1 − 𝐸𝐸1𝑖𝑖

𝑗𝑗 𝑡𝑡 − Δ𝑦𝑦𝑖𝑖
𝑗𝑗(𝑡𝑡)

𝐸𝐸1𝑖𝑖
𝑗𝑗 𝑡𝑡

ここで𝐸𝐸0𝑖𝑖
𝑗𝑗 (𝑡𝑡 + 1) , 𝐸𝐸1𝑖𝑖

𝑗𝑗 𝑡𝑡 は公表値、 Δ𝑦𝑦𝑖𝑖
𝑗𝑗(𝑡𝑡)は再現可能であるため、Δ𝑥𝑥𝑖𝑖

𝑗𝑗 𝑡𝑡 を逆算することが可能（調査対象の入れ替
え及び表章産業の変更に伴う計算方法の修正については確認中）。

→ 現在、平成24年１月以降の再集計に用いたデータを利用して、上記の計算式で実際に
Δ𝑥𝑥𝑖𝑖

𝑗𝑗 𝑡𝑡 が再現可能であるか検証中。



雇用保険データの具体的な逆算方法（イメージ図）

67

本月末推計労働者数

𝐸𝐸1𝑖𝑖
𝑗𝑗 𝑡𝑡

通常集計時

雇用保険データによる補正後

翌月調査の母集団労働者数
（前月末推計労働者数）

𝐸𝐸0𝑖𝑖
𝑗𝑗 𝑡𝑡 + 1

× （1 + Δ𝑥𝑥𝑖𝑖
𝑗𝑗 𝑡𝑡 ）

＋Δ𝑦𝑦𝑖𝑖
𝑗𝑗(𝑡𝑡)

逆算時

毎月勤労
統計調査

による推計
（tを１増加）

雇用保険データによる補正

毎月勤労統計データによる補正

Δ𝑥𝑥𝑖𝑖
𝑗𝑗 𝑡𝑡 =

𝐸𝐸0𝑖𝑖
𝑗𝑗 𝑡𝑡 + 1 − 𝐸𝐸1𝑖𝑖

𝑗𝑗 𝑡𝑡 − Δ𝑦𝑦𝑖𝑖
𝑗𝑗(𝑡𝑡)

𝐸𝐸1𝑖𝑖
𝑗𝑗 𝑡𝑡

以下の計算式でΔ𝑥𝑥𝑖𝑖
𝑗𝑗 𝑡𝑡 を推計後、

tを１増加させて推計を繰り返す

t : 調査月
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